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【図表17】積算危険率と積算安心感
積算危険率
1 2
安全率
3 4
科学者は通常、「第一の式」を使って説明する。すなわちステップが多けれ
ば多いほど安全だと指摘する。しかし消費者はそれでは納得しない。自分に
とっての安全を意識するので、ステップが多いほど不安になる。産地直送が
一番という意識も、ステップが1つだからという理由が大きい。
安心感の式を使うと、どこかのステップで安全性が保証されない時(P=D、
(1-P)"はゼロになり、どれだけ安全を説明しても、その後の不安感は解
消されない。
積算安心感
1-PI1-P3
1-P2 1-P4
不安感
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4.2
安心を保証するためには、科学的に説明するだけでは不十分で、それ以外
の対応も必要だ。その1つは情報の公開と透明性の確保で、これにっいては
食品安全委員会はりスク評価結果を含め、すべての情報を公開するなど、で
きるだけの努力をしている。
また生産者と消費者の情報の共有も重要で、BSE 問題で消費者に安心感を
与えたのは、全頭検査とトレーサビリティだろう。特にトレーサビリティは、
生まれたときから耳標で個体識別をし、インターネットでD嵐チェックなど
の情報追跡ができるシステムで、これはもともと陽性牛の疑似患畜(コホー
ト)を発見するために行政が考えたシステムだが、安心感に結びつく施策で
あったと思う。これによって、どんなに複雑な加工・流通経路をとってぃて
も、消費者にバーチャルな産地直送として安心感を与えることになる。
ただ、このシステムにはかなりの費用をかけているが、私はこのシステム
の検証結果を見た記庶がない。食品安全委員会では、システムを作った以上
は科学的に検証の必要があると主張しているが、まだ情報開示されていない。
安心の保証
5. BSEについての今後の問題点
5.1
澗犬期の長い感染症の場合、予防原則をとらざるをえない。すなわち危害
の存在や危害の程度に関して不確実性がある場合、それらの危害が現実に甚
大であることが明らかになるまで待つのではなく、予防措置の手段をとるべ
きだという考え方だ。
もっともヨーロッパでは、かなりしばしぱ予防原則を適用するが、実際に
は次のような厳しい適用条件をつけている。
<予防原則の適用の条件>
1.相応性:保護すべき水準に応じた措置であること
予防原則の規範
非ヌ朗1」性:原則の適用に区別をつけない
一貫性:同類の三平価手法と一貰性を保つ
費用便益計算:潜在的な費用便益の検討を基礎にする
検;正義務:新しい科学的データによる定期的検証
検証責任:科学的証拠を作り出す責任を持っ
ここで難しいのは、りスクの性質の問題だ(【図表18】参照)。多くの問題
にっいては、動物実験などで一定閖値(それ以下では副作用などの悪影響が認
められない無毒性レベノレ)が存在する。したがって安全係数(×100:種差X
10、ヒトのバラッキX1のをかけて、安全基準(ADD を決めればよい。こ
れは国が保証するため、消費者も納得できる。これは<りスクの社会化>と言
える。
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【図表18】りスクの社会化と個人化
悪影響
リスクの社会化(国がりスクの基準を決める)
闘値
NOAEL(non observed adver3et仟ectlevel)
勗値がある物質はりスクつミユニケーシヨン
は簡単。
リスクの個人化(個人がりスクの諾否を決める)
用量
閉値以下はゼロリスク
安全係数(×100:種差XI0、ヒトのバラツキXI0)
をかけて、安全基準(ADDを決めれぱよい
国が保証(従来型:安全ビーフ)
園値のない物質、ゼロリスクのないもの
安全基準はない。
リスクベネフィット、コストベネフィツト
インフォームド・ニンセントという相対価値
最終的に個人が判断
⑧
『?
???
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もう1つは、 BSE のように閥値のない問題だ。プリオン1個で感染するの
かどう力清隹にも分かっていない。したがって安全基準はない。結局は、りス
ク・ベネフィツト、コスト・ベネフィットなども含め総合的に判断してぃく
しかない。インフォームド・コンセント(説明と同意)という相対価値しか
ないため、最終的には個人が選択、判断することになる。これはくりスクの個
人化>と言える。
BSE のような問題に対しては、<りスクの個人化>に適合したシステムに変
えていかなければならないが、日本人は長い間<りスクの社会化>になじんで
いるために、なかなかシステム変更は難しい。
5.2
最後に、食品安全委員会への期待と役割についてまとめておきたい。
食品安全委員会は、りスク評価とりスク管理の関係が不明確である点にい
つも悩んでいるが、政治家、行政、消費者はいずれも、「食品安全委員会がん
ぱれ」で一致している。すなわち、政治家は「判断は食品安全委員会にゆだ
ねる(裁判官です!)」、行政(りスク管理者)は「安全性の判断は委員会に
ゆだねる(責任回避?)」、そして消費者は「消費者保護の立場からりスク管
理の制御を!」と要望する。
しかし、食品安全委員会がりスク評価と管理の両面を担えぱ、それは、こ
れまで農水省や厚労省が行ってきたことを内閣府が肩代わりするだけではな
いだろうか。私はこれまでは、【図表 19】のように考えてきた。つまり、政
食品安全委員会への期待と役割
【図表19】りスク評価者の役割
諮問
肖費者
(選択権)
リスク管理者(行政府)
政策決定権
立法府
(行政のチェック)
ー?
、『
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策決定権をもっ行政府ψスク管理者)がりスク評価者に諮問を行う。消費者
は選択権をもっているが、政策変更は立法府が行うしかない。
しかし最近、りスク分析を考案した欧米は、日本とはかなり異なるシステム
を前提にしてぃることが分かってきた(【図表20】参照)。欧米では、政策決
定のために考慮する存在としてりスク評価者をおき、行政府(りスク管理者)
が費用対効果、実現性などを考慮して政策決定する。そしてすべての利害関
係者に対して説明責任を果たすシステムになっている。
【図表20】欧米と日本のりスク分析体制の比較
FDA、 0IE 政策決定のた
に考盧す
リスク評価者
中立、科学的評価
日本
1ジ g'りネク管理者(行政府).ニ、ヅ.
,郵ψン養用対効果1政策実現挫弓g影郵ゞ
リスク評価者
中立、科学的評価
諮間・答申
、"評価'太
、、1
全ての利害関係者
説明責任・りスクコミュニケーション
、
日本では、 3者がそれぞれ2つくらいの役割をもっている。たとえばりス
ク管理者(立法府)は政策決定権をもち、りスク管理者(行政)は政策・施策を
策定する。りスク評価者も諮問答申を受けて評価を行う場合もあるし、「自ら
評価」をして予防原則に基づいて勧告する場合もある。後者の場合は、むし
ろ行政にではなく立法府に勧告すべきだろう。最大の問題は、りスク管理と
リスク評価は実体があるが、りスク・コミュニケーションはツーノレであり、
＼/全ての利害関係者
、翻
焦策の検証
管 佑
説明責任
????? ?
??
、
、?、
??
?、 、?
???
??
??
?
?????
???
??
??
?
、???
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実体がないことだ。りスクコミュニケーターの役割の1つにはステークホノレ
ダーによるパブリックコメントがあるが、 3つの関係が進化していくために
は、ヨ判西、施策の検証をする独立した機関・ネg織が必要だろう。 BSE のよう
な問題に対しては、三権独立的に対応するためには、このようなセクション
が必要であると考えるようになった。
5.3
BSE問題は淘犬期が長いだけに、まだ終息、しない。
1.ヒトーヒトの問題の今後
牛から牛の問題が発現したのが20年前、牛からヒトが10年前であり、
ヒトからヒトはこれからだろう。ヨーロッパでは、牛から山羊、羊な
どのd亜坂郷動物に回ってしまったBSEをどう統御するかという問題
を抱えている。また非定型BSEへの対応もまだ解決されていない。
2.国際間の輸入問題
オーストラリアのようにBSEりスクの無視できる国や管理された国は
よいが、メキシコ、チリ、中国のような不明国の間の輸出・輸入はど
う対応していくか。
3.日本型りスク分析システムの展望
リスク評価者と管理者、コミュニケータの三者分立は可能か?
4.りスクの個人化への展望
ゼロリスクのないものに、受け入れられるりスクレベルを決めること
ができるか?
このように大きな問題がいくつも山積みになっている。合意形成にはまだ
ほど遠く、詩稔昔誤しているのが現状だ。
BSE問題はまだ続く?
『
.
???
ーー^
《質疑応答》
●ゼロリスクを求める消費者への対応
トレーサビリティについてだが、米国牛はメキシコ経由で日本に
入ってくると聞いたことがある。北朝鮮産のアサリ、シジミの例
と同じことが起こっているのではないか。トレーサビリティをど
こまで信じていいのか。
国内については、生まれたときから1頭ずつなので信じていいと
,思う。ただ外国に関しては、国産表示は義務づけているが、タテ
マエで抜け道はいくつかある。たとえばステーキ、しゃぶしゃぶ
用の肉は大丈夫だが、ひき肉、細切れ肉などは複数の牛がまざる
ので文寸象になっていない。消費者団体は米国産、カナダ産の表示
を末端までっけるように要求したが、実際には剣丁されず、法律
的にいろいろ問題があるということで、うやt9やになってしまっ
た。
消費者はホ敞寸の安全を追求してゼロリスクを求める。そういう消
費者にどう説得するか。
解決法は2つぁると思う。1 つは、ヨーロッパの口ードマツプの
ように、現在りスク管理はうまくいっているから、りスクを変動
させず、政策緩和ができるかどう力提案するやり方だ。最初に考
えたのはコンバート・セオリー、つまり牛をヌ昧前と対策後に分
けようというものだ。
日本でもヌ珠がとられた2001年10月以後生まれた牛が疫学調査
で1頭も感染していないことが分かれぱ、それ以後に生まれた牛
に対して対策をとる必要はないことになる。英国では 1996年以
降30 ケ月以上の牛は焼却しっづけてきたが、2005年になっても
う一度評価しなおし、1996年以降生まれの30ケ月以上の牛は食
べてもよいのではないかと考えてぃる。このように絶対的な評価
ではなく、とった施策の有効性から再評価する方法が現実的にと
士川
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られていくかもしれない。
もう1つは、祀ルでなくてもCJDは毎年100人発生している事実
があることだ。CJD も感染性をもつが、それについてはみんな受
け入れている。VCルは何人までなら許容できるかについてコンセ
ンサスが得られれぱ、牛についてどこまでコントロールできれば
許容できる力畔4断できる。ただ、VCJDとCJDについての心理的差
から、それは非常に難しいと思う。いずれにしても、隠さ司議論
する必要はあると思う。
祀JDは若年性に限定されるのは決定的ではないか。
以前はそう思っていたが、フランスの報告では必、ずしも若年性で
はなく、中年での発症例が多い。英国でも若年で早く発症しただ
けで、高齢で食べた人はこれから発症するのかもしれない。そう
いう意味では、われわれも全部読みきれてはいない。
飼育規模からすると、米国の発症例は圧倒的に少ないと思えるが
本当か。
米国もカナダももっとあると思っている。ただ、均一に汚染して
いるわけではない。カナダのアルバータが日本の北海道に該当し
ているように、米国も酪農地域のりスクが高い。そういう意味で
均ーモデルにしたことがサーベイランスとして正しかったのか
どうか。米国とカナダの流通量を考えれば、りスクはないとは思
えない。ただあちらは、ハーバード大などのプロが分析している
が、こちらはいわば素人。日本にもすぐれた分析施設があれば、
米国のサーベイランスの有効性に疑問を呈して議論することも
できるのだが 0
ただこれだけ澗犬期の長い感染症の場合、予測を誤ったと気づい
た時点ですでに負の遺産をひきずることになる。米国のように飼
育規模が大きい場合、飼育規模はりスクにとって鴛見できない要
因となる。 9千万頭の米国と、せいぜい450万頭の日本で100万
頭当たりのりスクを算定することは決して科学的ではないと思
う。国際基準としては、飼育規模は無視して検査体制を指示して
士川
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●科学的判断と政策との相克
いるが、それには問題があると思う。
非定型BSEもそうだが、研究者で議論が分かれると、政策決定が
遅れる。研究者間で論争がある場合、どういう判断基準で政策に
結びつけるか。
非定型は最初にイタリアが発見しネーミングした。その後、日本
を含めてかなりの国が報告するようになった。非定型の発現確率
は決して無視できるレベルではない。非定型は感染性がないとい
う楽観論も流れたのだが、英国のシンポジウムで、牛、マウスに
も感染性があることが報告された。他の国でも同様の結果が出る
と、もう一度国際的に対応を迫られることになるし、ヨーロツパ
のシナリオも変わってくるかもしれない。
その意味で、シナリオの変更に与えた日本の役害11は大きい。たと
えば、末梢神経にも影響が出ることを発見した点にっいても、当
初ヨーロッパ1ネ認、めたくなかったが、データ分析の結果、正しさ
が証明されてしまった。ヨーロッパはと畜場検査をやめたいが、
一見健康だが高齢でと畜場に来た牛を検査しないでいいのかど
う力寸徴んでいる。
日本は知見が増えていくが、新たな知見で危険性の認識が高まっ
た場合、どう対応するか。
国際基準にっいては、どこの国も合意できるレベルに設定する場
合が多い。先進国同士で、それなりのデータを持ち、それなりの
対策をとってぃる国同士が二国間協定を結ぶときは、当事者同士
が合意すればそのルールで輸出入ができる。自国以上の基準を相
手国に求めるのは、貿易障壁としてぺナルティになるが、日本の
基準が科学的正当陛をもてぱ、相手国は拒否できない。そういう
意味では、不明国でさえ輸出入できるのだから国際基準はかなり
ローレベノレに設定してある。
口川
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BSE だけではなく、食物にっいても同様だ。最後は科学的な正当
性に由来する。それなりのデータがあれば、国際的に情報を流し
て科学的に論争することは決して否定されるべきではない。日本
は最近よく発信している。
日本の行政の特徴は法律重視だが、柔軟な方向に変えるべきだろ
うか。
感染症にっいてはそうだと思う。感染症のようにりスクが急速に
変動する場合は、管理はりスクに応じて行うべきであって、法律
があるかどうかだけの対応は非常に稚拙だ。だから、最近は時限
法的なものが多い。感染症のように変動するものにっいては、 1
回法律を作っただけでは現状に合わないので見直しが必要にな
る。鳥インフルエンザなどを新感染症にしたのは、 1年ごとに見
直しすることを含めているからで、コントロールできるかどぅか
で柔軟に変えていくことができる。その意味で、最近少しずっ柔
軟になってはきているが、日本は法律の有効性を信じて、あまり
変更しない。また法律の有効性を検証するシステムもほとんどな
し、
リスク評価も同様に、もう少し柔軟であってもいいのでは。
そういう意味では、まだ成熟していない。ただ、だんだん専門家
も育ってきている。ヨーロッパでは専門家がいて、いくっものシ
ナリオを描いて、実情に応じて柔軟に対応している。そして選択
肢をいくっか出している。日本は1つのミ判西にしたがる。自分た
ちが議論しているりスクについても、ゼロリスクかりスクが残る
かにこだわってしまう。りスクi河西をする場合、確率論に陥りが
ちで、平均的なシナリオで考えてしまう。しかし実際には500万
頭のうち27頭だから、これは通常の95%信頼区間の確率論では
ない。逆に、肉骨粉を食べればほとんどBSEになると判定されれ
ぱ対策もとりやすいのだが、実際には英国でもほとんどの牛が食
べたにもかかわらず、実際の発症率はたかだか2、 3%にすぎな
し、
士川
士川
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●りスク分析の専門家養成を
肉骨粉が原因と分かったのに海外に売ったのは失政だったのか、長谷川
それとも故意か。
故意だと思う。英国からヨーロッパに流れた。ヨーロツパもすぐ口川
に止めたが、それが第三国に流れた。英国は自国で処理できない
ものを他国に売ったわけだ。米国は今でも特定危険部位を再利用
していて輸出してぃる。そうなると感染国は増えていく0 他国に
迷惑がかかることも自覚すべきだ。潤犬期が長く、その間に何回
転かする感染症は、瀏犬期間の短い感染症と同じ基準でりスク評
価してぃいか疑問に思う。たとえば急性のフグ中母は、放置する
と10年後に何百倍にも増えるといケ性質ではない0
リスク評価にっいて米国は専門家だが日本は素人というのは、ど長谷川
ういう意味か。
米国はりスク評価好きだから、専門ネ且織、会社、研究所があり、士川
コンピュータを使ってぃろいろなモデルを作っている0日本はま
だそうぃう方面での研究は進んでいない。食叩安全委員云の 12
人の委員にしても、りスクi平f西をしたこともないメンバーばかり
だった。
どの分野でもそうで、米国には統計学者がいるが、日本にはいな
い。疫学の専門家を育てるシステムもない。
疫学志望者は少医学部の中でもほとんど評価されなかったので、口川
なかった。また政策に生かされることもなかった0
リスク評価の再検証をする場合、英国やEUなどの例は参考にな
るか。
リスク分析にっいては、日本発の新しいシステムができるのでは士川
欧米の中心は行政で、管理のための科学ないかと期待している。
日本のように互いにけん制しあうイメージ的評価を求めている。
はない。だから、りスクコミュニケーターという存在はまったく
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想定されていない。もし日本が本当に第三者的なヨ判西者にょって
再評価できるシステムができれば、将来は日本の分析が先行でき
ると思うが、問題はそれを誰が担うのかだ。もしかしたら大学か
もしれない。
『?
